
デ1占
堅平号様式 (第11条、第13条、第14条関係)

事 業 者 排 出 量 削 減 計 画 書 延 動
・変 更)

日本特殊産業株式会社 代 表取締役 東  隆 輔
大阪府吹田市円山町6番23号葵ビル

の ヨに

特定事業者の

主たる業種
板ガラスカロエ業

該当する事業

者要作
P京 都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第1号該当事業者 (大規模

エネルギー使用事業者 (原担に換

算して1,500キロリットル以上))

「賓鷲栗安爾滉竪1ちうろう梁舛q吊磐観」分撰笛
は第3号該当事業者(大規模運送事業者(トラック

「昼堅響や査盪桶模撃経餐轡を得禄科喬|現ヽ企霞う
雪該ピ警隻署(その他の温室効果ガスの大規模排出

計 画 期 間 平成 18  年 4 20  台岸 3 月

基 本 方 針 暖1ヒガズを削減する

推 進 体 制 会を設置した

年度ごとの具
体的な取組及
び措置

句

18-19 運輸部門 トラックの回転数制限することにより燃料を1%削減する

自動車音F門 コンブレッサーの台数管理 (必要量に合わせて稼動させる)に より1%削 減する

平五場全般 食堂のエアコンを余分な時間は運転しない 0003%肖 」減

平工場全般 事務所のエアヨンを省エネタイプに置換える 00005%削 減

18-19 自動車部門 受注豊 減少する

温室効果ガス

の排出量等 排出区分
基準年度 (実績)
(17)年 度

(二酸化炭素換算 (t))

目襟年度 く計四)
(19)年 度

(こ酸化炭素襲算 (t))
陣調∽A事 業所等排出区分 2,637 t 2,632 t
-019 %

B輸 送車両排出区分 1,005 t 995 t
-1%

cそ の他排出区分 O t O t 0 %

排出合計 1               3,642  t 2               3,627 t -0 41%

その他の地球
温暖化対策に
よる温室効果
ガスの削減量
等

対策等の区分
目標年度 (計画)

(二酸化炭素換算 (t

森林の保全及び整備 (整備面積) Ｌ
コ (吸収動 t

府内産の木材の利用 年り用弱 IL' (削減畳 ) t

自然エネルギーを利用した電
力又は熱の供給

(売電働 klvh (削減動 t

(熱供給重) G」 (肖J減量) t

グリーン電力の購入 (購入基) kwh (宵u滋量) t

削減量等合計 "3 t

差引排出量

く排出合計―削減等合計)

基準年度 (実績) 目標年度 (計画) 削減率 (計画)

ネ1                  3642 t 142)―く0          3627 0  t -0 41 %

特 記 事 項 1 平 成18年7月13日 温 暖化ガス肖」滅委員会のキックオフ ~

2 判 戎13年7月27ロ エ ヨドライブマスタ
~講 習会 2名 参カロ

3 生 産量 (ゴ)当 りの」F出量を2年問で跡下げる

運 絡 先 担 当 部 署

担 当 者 氏 名

住 所

電 話 番 号

フ ァ ク シ ミ リ番 号

と 1該 当する□には、レ印を記入してください。特定事業者以タトで自主参カロされる事業者の方は、レ印の記入は不要です。

2「 基摯年度jと は計画期間の前年度を、 「目壊年度Jと は計画期間の最終年度をいいます。3ど種書暫筋撃建整奪装を置ち京習ほ盈艦房奈盈霧縁種香寮黎総肉を岳二魯富凄家骨醤観岳旨を曇岳言畳醤晏警暑畳登暑読さ暑景暑呂害督暑誓歩両又は旅客車両の排出する温室効果ジスを、 「その他排出区分Jと 日

4希 揺島豊墳i た`経モ平成2年度 (1990年 度)を 基準とした排出量の対比やエネルギ
ー原単位C02」F出量、省エネ製品開発など抱者の温室

効果〃ス排出削減への貫就、グツーン調達の採用、特定フロンなどの条例指定外の混室効果ガスの削減などを記入してください。


